
 

○ これまで、広島市では、宅地造成等規制法や広島市土砂堆積等規制条例などによって、一定規模以上の盛土等を

規制してきました（許可制）。 

○ そのような中、国は、危険な盛土等を全国一律の基準で規制するため、宅地造成等規制法を「宅地造成及び特定

盛土等規制法（通称：盛土規制法）」に改正・改称しました（令和 5年 5月 26日施行）。 

○ 広島市では、令和７年４月１日に盛土規制法に基づく規制区域を指定し、盛土規制法による規制を開始します。 

※ なお、盛土規制法の規制対象とならない小規模な盛土については、引き続き広島市土砂堆積規制等条例により規

制します。 

１．盛土規制法の概要 

① 規制区域の指定 

・ 盛土等の崩落により人家等に被害を及ぼしうるエリアを規制区域として指定します。 

② 安全な盛土等の造成 

・ 宅地造成のほか、農地・森林造成も、規制区域内の盛土等はあらかじめ広島市長の許可や届出が必要となります。 

③ 盛土等を安全に保つ責務 

・ 過去の盛土等を含めて、土地所有者等は土地を安全に保つ責務があります。 

④ 厳しい罰則 

・ 無許可で盛土等を行うと、最大で懲役３年または罰金 1,000 万円が科せられます。 

（法人の場合は、最大で罰金 3億円） 

２．盛土規制法に基づく規制区域（広島市全域を指定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7年 1月 15 日 



３．盛土規制法の規制対象となる盛土等の規模 

《宅地造成等工事規制区域》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《特定盛土等規制区域》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．Ｑ＆Ａ 

Ｑ１：許可申請を行うのは誰ですか？ 

Ａ１：工事主（盛土等の工事の請負契約の注文者又は請負契約を行わず自ら工事をするもの）です。 

Ｑ２：許可申請はどのように行うのですか？ 

Ａ２：ホームページに最新の「宅地開発許可の手引き」「広島市開発技術基準」を掲載していますので確認ください。 

Ｑ３：令和７年４月１日時点で造成を行っている場合、何か手続きは必要ですか？ 

Ａ３：ホームページに「区域指定時前後の許可等の手続き」を掲載していますので確認の上、届出等を行ってください。 

Ｑ４：造成を予定していたが、令和７年４月１日時点で工事に着手できなかった場合、何か手続きは必要ですか？ 

Ａ４：規制の対象であれば、盛土規制法による許可申請が必要となります。 

お問い合わせ 

広島市 都市整備局指導部 宅地開発指導課               ホームページのリンク先 →  

〒７３０－８５８６ 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号（広島市役所本庁舎６Ｆ） 

ＴＥＬ ５０４－２２８５  ＦＡＸ ５０４－２５２９ 


